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（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については、記載し
ておりません。 

２．営業収益には、消費税等は含まれておりません。 
３．第７期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」（企
業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要
な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 
第７期 
第２四半期 
連結累計期間 

第８期 
第２四半期 
連結累計期間 

第７期 

会計期間 自平成22年４月１日 
至平成22年９月30日 

自平成23年４月１日 
至平成23年９月30日 

自平成22年４月１日 
至平成23年３月31日 

営業収益（百万円）  5,081  3,949  8,981

経常利益（百万円）  801  166  990

四半期（当期）純利益（百万円）  453  136  515

四半期包括利益又は包括利益（百万円）  453  136  514

純資産額（百万円）  9,769  9,528  9,489

総資産額（百万円）  46,245  49,478  44,462

１株当たり四半期（当期）純利益金額（円）  1,460.40  453.03  1,676.56

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利
益金額（円） 

 1,455.86  452.64  1,672.32

自己資本比率（％）  21.0  19.3  21.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 1,797  37  1,159

投資活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △227  △219  △349

財務活動による 
キャッシュ・フロー（百万円） 

 △139  △30  △479

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高
（百万円） 

 5,595  4,282  4,495

回次 
第７期 
第２四半期 
連結会計期間 

第８期 
第２四半期 
連結会計期間 

会計期間 自平成22年７月１日 
至平成22年９月30日 

自平成23年７月１日 
至平成23年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額（円）  192.48  266.73

２【事業の内容】 
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当第２四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクは、次のとおりであります。 
なお、文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 
法的規制について 
当社は、商品先物取引業を営む株式会社マネーパートナーズ（以下、「マネーパートナーズ」という。）を連結
子会社に有しており、同社をはじめとして当社グループは商品先物取引法等の法的規制を受けております。 
商品先物取引法について 
当社グループは、商品先物取引業を営んでおり、商品先物取引法第190条第１項に基づく許可を受け、商品先物
取引法、関連政令、省令等の諸法令に服して事業活動を行っております。商品先物取引業については、商品先物取
引法第235条第３項もしくは同法第236条第１項にて許可の取消となる要件が定められており、これらに該当した場
合、許可が取消となる可能性があります。 
当社グループは、子会社を含むグループ全体の社内体制の整備等を実施し、法令遵守の徹底を図っており、現時
点では取消事由に該当する事実はありません。また、現時点においては、商品先物取引業に係る業務は当社グルー
プの経営成績及び財政状態等に対して重要性を生じるに至っておりません。 
しかしながら、今後上記要件に抵触した場合には、監督官庁による行政処分が行われることがあり、その場合、
当社グループの風評、経営成績及び財政状態等に重大な影響を与える可能性があります。 
  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
  

(1) 業績の状況 
当第２四半期連結累計期間における我が国経済は、東日本大震災の影響により依然として厳しい状況にありまし
た。企業部門においては、企業の業況判断に改善がみられつつあるものの、足元の企業収益は増加から減少に転じ
ております。一方、家計部門においても、所得・雇用環境は依然として低水準であり、個人消費も震災の影響から
の持ち直しの後、横這いで推移しました。先行きについては、サプライチェーンの立て直し等を背景に、景気の持
ち直しが期待されたものの、電力供給の制約や原子力災害の影響に加え、回復力の弱まっている海外景気が下振れ
た場合や為替レート・株価の変動等によっては、景気が下振れするリスクが残っている状態にあります。 
外国為替市場においては、米ドル／円相場は、期首は１ドル＝83円台で取引が始まり、４月初旬に当第２四半期
連結累計期間の高値となる85円台をつけましたが、福島第１原発の事故評価引下げや米国債の格付け見通しの下方
修正等を受けリスク回避の円買い等により円高基調での推移となり、５月初旬には79円台まで下落いたしました。
その後は、80円台から82円台の狭いレンジで推移しましたが、７月に米雇用統計の大幅な悪化や米国債務上限引き
上げ問題等を背景に再びドル安円高基調での推移となり、７月末には１ドル＝76円台をつけました。その後、８月
４日に政府・日銀による円売り介入により一時80円台まで急騰する場面や８月19日には一時76円割れの史上最安値
をつける場面があったものの概ね76円台から77円台の極めて狭いレンジで推移し、１ドル＝77円台で期末を迎えま
した。一方、米ドル／円以外の主要な通貨である欧州・オセアニア通貨についても総じて円高基調での推移となり
ましたが、欧州債務問題等により対円、対ドルで大きく値を下げるなど変動率が高まる場面があったものの、米ド
ル／円を含めた全体的な変動率は低調でありました。 
このような中、当社グループは、主に既存顧客を対象として継続的に積極的なキャンペーンを展開し、取引機会
の増加や休眠顧客の取引再開を図りました。また、外国為替証拠金取引の初心者層を対象とした100通貨単位を最
小取引通貨単位とする「パートナーズＦＸnano」において、取扱い全通貨ペアのスプレッドを１銭にまで縮小した
ほか、週をまたいでポジションを持ち越しできるようにする等、大幅な商品性の改良を実施しました。この他、証
券取引サービスにおいては、有価証券を外国為替証拠金取引の証拠金として代用できる代用有価証券サービスの掛
け目を50％から70％に拡大したほか、取引対象銘柄の拡大や保有銘柄に関する情報提供機能の強化等を実施しまし
た。さらに、８月22日より、金と銀を原資産とするＣＦＤ（差金決済取引）の取扱いを開始する等、新たな収益源
の拡大に向けたサービスを展開してまいりました。 
これらの結果、当第２四半期連結累計期間の外国為替取引高は4,957億通貨単位（前年同四半期比3.4％減）とな
りました。また、当第２四半期連結会計期間末の顧客口座数は175,640口座（前年同四半期末比26,742口座増）、
顧客預り証拠金は37,526百万円（同12.9％増）、有価証券による預り資産額は1,015百万円（同131.4％増）となり
ました。 

第２【事業の状況】 
１【事業等のリスク】 

２【経営上の重要な契約等】 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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また、当第２四半期連結累計期間の営業収益は、外国為替取引高の減少に加え業界における競争激化等を背景に
取引高当たり収益率が低下した結果3,949百万円（前年同四半期比22.3％減）となり、これに伴い営業利益は179百
万円（同78.0％減）、経常利益は166百万円（同79.3％減）、四半期純利益は136百万円（同69.9％減）となりまし
た。 
なお、当第２四半期連結累計期間より提供を開始したＣＦＤサービスは、外国為替証拠金取引と原資産は異なる
ものの取引の態様や収益構造等が同様であります。このため、ＣＦＤに関する取引高や預り証拠金等の計数情報
は、ＣＦＤ固有の数値に重要性が生じていないことから、外国為替証拠金取引に含めて表示しております。 
（取引高については、月別の約定数量を各月の月末評価レートにて米ドルに換算した上で合計しております。） 
  

(2) キャッシュ・フローの状況 
 当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、営業活動により37百万
円増加、投資活動により219百万円減少、財務活動により30百万円減少いたしました。この結果、前連結会計年度
末に比べ213百万円の減少となり、当第２四半期連結会計期間末における資金の残高は4,282百万円となりました。
 当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
営業活動の結果得られた資金は37百万円（前年同四半期は1,797百万円の収入）となりました。これは、税金
等調整前四半期純利益の計上187百万円、減価償却費の計上256百万円等が資金増加要因となった一方、カバー取
引をより一層安定的に行うための金融機関からの保証状極度額の増額に伴う担保提供預金の増加340百万円、法
人税等の支払額78百万円等の資金減少要因があったことに加え、外国為替取引関連の資産負債が差引75百万円の
資金減少要因となったことによるものであります。 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
投資活動の結果使用した資金は219百万円（前年同四半期は227百万円の支出）となりました。これは、投資事
業組合からの分配による収入２百万円があった一方、ＣＦＤ取引システムの新設や外国為替取引システムの機能
追加等のためのソフトウエアをはじめとする無形固定資産の取得に伴う支出162百万円、投資有価証券の取得に
よる支出50百万円、新商品・新サービス提供に備えるための長期前払費用の取得による支出８百万円等があった
ことによるものであります。 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
財務活動の結果使用した資金は30百万円（前年同四半期は139百万円の支出）となりました。これは、外国為
替証拠金取引の決済等に備えるための短期借入れに伴う収入300百万円があった一方、短期借入金の返済による
支出300百万円及び配当金の支払に伴う支出30百万円があったことによるものであります。 
  
(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題 
当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 

(4) 研究開発活動 
該当事項はありません。 
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

（注）「提出日現在発行数」欄には、平成23年11月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行
された株式数は含まれておりません。 

    

当第２四半期会計期間において発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（注）１．新株予約権発行後、当社が株式分割又は株式併合を行う場合は、株式分割の場合は株式分割のための株式割
当日の翌日以降、株式併合の場合は株式併合の効力発生の時をもって、次の算式により払込金額を調整し、
調整により生ずる１円未満の端数は切り上げるものとする。 

当社が、新株予約権発行後、合併する場合、株式交換もしくは株式移転を行う場合、その他調整の必要が生
じた場合には、当社は、払込金額について、合理的な範囲で必要と認める調整を行うことができる。 

第３【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
(1) 【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  1,080,000

計  1,080,000

種類 
第２四半期会計期間末
現在発行数（株） 
（平成23年９月30日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年11月10日） 

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名 

内容 

普通株式  321,480  321,480

大阪証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 
（スタンダード）  

当社は単元株制度は
採用しておりませ
ん。 

計  321,480  321,480 － － 

(2) 【新株予約権等の状況】 

決議年月日 平成23年９月15日 

新株予約権の数（個） 4,555 
新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 4,555 
新株予約権の行使時の払込金額（円） 31,254 

新株予約権の行使期間 
平成25年10月１日から 
平成33年９月29日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行
価格及び資本組入額（円） 

発行価格  31,254 
資本組入額  15,627 

新株予約権の行使の条件  （注２） 

新株予約権の譲渡に関する事項 取締役会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額＝調整前払込金額× 
1 

株式分割・株式併合の比率 

8732/2012年-5-



２．新株予約権の行使の条件は、以下のとおりであります。 
(1）新株予約権者は、新株予約権の行使に際し、次の制約を受けるものとする。 
① 新株予約権者は、新株予約権の行使時においても当社もしくは当社子会社の取締役、監査役又は従業
員であることを要する。 
② 新株予約権者が死亡した場合は、新株予約権者の相続人は、新株予約権を行使することはできない。 
③ 新株予約権者は、一度の手続において新株予約権の全部又は一部を行使することができる。ただし、
１個の新株予約権の一部につき行使することはできない。 

(2）次に定めるいずれかの事由及び条件に該当した場合、当社は対象となる新株予約権を無償で取得できる。
① 当社が消滅会社となる合併契約書が承認されたとき又は当社が完全子会社となる株式交換契約書承認
の議案もしくは株式移転の議案につき株主総会で承認されたとき（存続会社又は当社の完全親会社が新
株予約権に係る義務を承継するときを除く。）。 
② 新株予約権の行使の条件に該当しなくなったため、新株予約権の全部又は一部につき行使できないも
のが生じたとき。 
③ 新株予約権者が新株予約権の全部又は一部を放棄した場合。 
④ 当社と新株予約権者との間の契約により新株予約権が失効した場合。 

  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

(4) 【ライツプランの内容】 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 
（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年７月１日～ 
平成23年９月30日 

 －  321,480  －  1,786  －  1,862
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（注）１．上記のほか、自己株式20,023株を所有しております。 
２．フィデリティ投信株式会社及びその共同保有者であるエフエムアール エルエルシーより、平成23年７月11
日付で提出された大量保有報告書の変更報告書により、平成23年７月６日現在で以下のとおり株式を保有し
ている旨の報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確
認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

(6) 【大株主の状況】 
    平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

東短ホールディングス株式会社 東京都中央区日本橋室町四丁目４番１0号   37,500  11.66

楽天証券株式会社 東京都品川区東品川四丁目12番３号  32,820  10.21

メロン バンク エヌエ－ トリ
－テイ－ クライアント オムニ
バス 
（常任代理人 株式会社三菱東
京ＵＦＪ銀行） 

ONE MELLON BANK CENTER,PITTSBURGH, 
PENNSYLVANIA 
（東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 
決済事業部）  

 29,808  9.27

日本トラスティ・サービス信託
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海一丁目８番11号  26,251  8.17

野村信託銀行株式会社（投信
口） 

東京都千代田区大手町二丁目２番２号  10,882  3.38

エイチエスビーシー ファンド 
サービシィズ スパークス アセ
ツト マネジメント コーポレイ
テッド 
（常任代理人 香港上海銀行東
京支店 カストディ業務部） 

1 QUEEN'S ROAD CENTRAL HONG KONG H.K. 
（東京都中央区日本橋三丁目11番１号） 
  

 8,910  2.77

ジャフコＶ２共有投資事業有限
責任組合 

東京都千代田区大手町二丁目２番２号 
（株式会社ジャフコ内） 

 8,679  2.70

北辰不動産株式会社 東京都港区西麻布三丁目２番１号  6,270  1.95

伊藤 博幸 東京都目黒区  3,630  1.13

ザ チェース マンハッタン バ
ンク エヌエイ ロンドン エス 
エル オムニバス アカウント 
（常任代理人 株式会社みずほ
コーポレート銀行決済営業部） 

WOOLGATE HOUSE,COLEMAN STREET LONDON 
EC2P 2HD, ENGLAND 
（東京都中央区月島四丁目16番13号）  

 3,500  1.09

計 －  168,250  52.34

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

フィデリティ投信株式会社 
東京都港区虎ノ門四丁目３番１号 
城山トラストタワー 

17,553 5.46 

エフエムアール エルエルシー 
米国 02109 マサチューセッツ州ボス
トン、デヴォンシャー・ストリート

82 
28,795 8.96 
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３．株式会社大和証券グループ本社より、平成23年４月５日付で提出された大量保有報告書の変更報告書によ
り、平成23年３月30日現在で以下のとおり株式を保有している旨の報告を受けておりますが、当社として当
第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めて
おりません。 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

該当事項はありません。 

氏名又は名称 住所 所有株式数（株） 
発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社大和証券グループ本社 
東京都千代田区丸の内一丁目９番１
号 

20,729 6.45 

(7) 【議決権の状況】 

  平成23年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   20,023 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  301,457  301,457 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数  321,480 － － 

総株主の議決権 －  301,457 － 

  平成23年９月30日現在

所有者の氏名 
又は名称 所有者の住所 自己名義所有

株式数（株） 
他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

株式会社マネーパー
トナーズグループ 

東京都港区六本木 
一丁目６番１号 

 20,023  －  20,023  6.23

計 －  20,023  －  20,023  6.23

２【役員の状況】 
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 
当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣
府令第64号）並びに同規則第61条及び第82条の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年
内閣府令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制
規則）に準拠して作成しております。 
  

２．監査証明について 
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成23年７月１日から平
成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に係る四半期
連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 

第４【経理の状況】 
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

資産の部   
流動資産   
現金・預金 7,555 7,682 
預託金 22,513 21,408 
顧客分別金信託 40 40 
顧客区分管理信託 22,310 21,214 
その他の預託金 163 154 

トレーディング商品 6,954 11,156 
デリバティブ取引 6,954 11,156 

約定見返勘定 634 1,125 
短期差入保証金 4,031 5,568 
先物取引差入証拠金 356 511 
外国為替差入証拠金 3,675 5,056 

前払金 39 24 
前払費用 143 112 
未収入金 50 43 
未収収益 45 36 
外国為替取引未収収益 36 27 
その他の未収収益 8 9 

繰延税金資産 30 17 
その他の流動資産 189 87 
貸倒引当金 △8 △9 

流動資産計 42,178 47,253 
固定資産   
有形固定資産 179 153 
建物 58 55 
器具備品 121 98 

無形固定資産 1,286 1,230 
ソフトウエア 1,178 1,191 
ソフトウエア仮勘定 102 34 
商標権 4 4 

投資その他の資産 818 841 
投資有価証券 175 220 
長期差入保証金 495 494 
長期前払費用 95 71 
繰延税金資産 43 47 
その他 8 8 

固定資産計 2,284 2,225 

資産合計 44,462 49,478 
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（単位：百万円）

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当第２四半期連結会計期間 
(平成23年９月30日) 

負債の部   
流動負債   
トレーディング商品 689 391 
デリバティブ取引 689 391 

約定見返勘定 289 212 
預り金 38 45 
顧客からの預り金 21 29 
その他の預り金 16 15 

受入保証金 32,152 37,526 
外国為替受入証拠金 32,152 37,526 

前受収益 5 5 
未払金 478 432 
未払費用 1,234 1,280 
外国為替取引未払費用 1,077 1,118 
その他の未払費用 157 161 

未払法人税等 84 46 
賞与引当金 － 8 
その他の流動負債 0 0 
流動負債計 34,973 39,950 

特別法上の準備金   
金融商品取引責任準備金 0 0 
特別法上の準備金計 0 0 

負債合計 34,973 39,950 
純資産の部   
株主資本   
資本金 1,786 1,786 
資本剰余金 1,862 1,862 
利益剰余金 6,635 6,741 
自己株式 △860 △860 

株主資本合計 9,423 9,530 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 △2 △2 

その他の包括利益累計額合計 △2 △2 

新株予約権 67 0 
純資産合計 9,489 9,528 

負債・純資産合計 44,462 49,478 
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】 
【四半期連結損益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業収益   
受入手数料 1 7 
委託手数料 0 0 
外国為替取引手数料 1 1 
その他の受入手数料 0 5 

トレーディング損益 5,033 3,918 
外国為替取引損益 5,033 3,918 

金融収益 12 8 
その他の売上高 34 14 
営業収益計 5,081 3,949 

金融費用 5 74 
売上原価 23 7 
純営業収益 5,052 3,867 
販売費・一般管理費   
取引関係費 2,448 1,889 
人件費 ※1  485 ※1  488 

不動産関係費 521 514 
事務費 469 468 
減価償却費 239 256 
租税公課 28 21 
貸倒引当金繰入れ 0 0 
その他 44 49 
販売費・一般管理費計 4,238 3,688 

営業利益 814 179 
営業外収益   
受取賃貸料 31 31 
その他 2 2 
営業外収益計 33 33 

営業外費用   
賃貸費用 43 43 
株式交付費 0 － 
その他 3 2 
営業外費用計 46 46 

経常利益 801 166 
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

特別利益   
金融商品取引責任準備金戻入 － 0 
新株予約権戻入益 － 67 

特別利益計 － 67 

特別損失   
金融商品取引責任準備金繰入れ 0 － 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4 － 
固定資産除却損 17 18 
リース解約損 － 25 
データセンター移設費用 － 2 
特別損失計 21 46 

税金等調整前四半期純利益 779 187 
法人税、住民税及び事業税 332 41 
法人税等調整額 △6 9 
法人税等合計 325 50 

少数株主損益調整前四半期純利益 453 136 

四半期純利益 453 136 
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【四半期連結包括利益計算書】 
【第２四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益 453 136 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 △0 0 

その他の包括利益合計 △0 0 

四半期包括利益 453 136 
（内訳）   
親会社株主に係る四半期包括利益 453 136 
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 
（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前四半期純利益 779 187 
減価償却費 239 256 
貸倒引当金の増減額（△は減少） 0 0 
賞与引当金の増減額（△は減少） △11 8 
金融商品取引責任準備金の増減額（△は減少） 0 △0 
資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 4 － 
株式報酬費用 15 0 
受取利息及び受取配当金 △12 △8 
支払利息 5 74 
株式交付費 0 － 
投資事業組合運用損益（△は益） 3 2 
新株予約権戻入益 － △67 
固定資産除却損 17 18 
リース解約損 － 25 
預託金の増減額（△は増加） 172 1,104 
トレーディング商品（資産）の増減額（△は増
加） △2,718 △4,201 

約定見返勘定（資産）の増減額（△は増加） 265 △490 
短期差入保証金の増減額（△は増加） △4,386 △1,536 
担保提供預金の増減額（△は増加） － △340 
前払金の増減額（△は増加） △11 14 
前払費用の増減額（△は増加） △7 △8 
未収入金の増減額（△は増加） 1 6 
未収収益の増減額（△は増加） 4 8 
その他の流動資産の増減額（△は増加） 112 101 
その他の固定資産の増減額（△は増加） 22 18 
トレーディング商品（負債）の増減額（△は減
少） △324 △298 

約定見返勘定（負債）の増減額（△は減少） 662 △76 
預り金の増減額（△は減少） 3 7 
受入保証金の増減額（△は減少） 6,861 5,373 
前受収益の増減額（△は減少） 5 － 
未払金の増減額（△は減少） 67 △85 
未払費用の増減額（△は減少） 76 43 
その他の流動負債の増減額（△は減少） △1 △0 
その他 4 2 
小計 1,850 141 
利息及び配当金の受取額 3 8 
利息の支払額 △5 △34 
法人税等の支払額 △221 △78 
法人税等の還付額 170 － 

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,797 37 
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（単位：百万円）

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年９月30日) 

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成23年９月30日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △10 △1 
無形固定資産の取得による支出 △178 △162 
投資有価証券の取得による支出 － △50 
投資事業組合からの分配による収入 － 2 
長期前払費用の取得による支出 △37 △8 

投資活動によるキャッシュ・フロー △227 △219 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 1,000 300 
短期借入金の返済による支出 △1,000 △300 
配当金の支払額 △139 △30 

財務活動によるキャッシュ・フロー △139 △30 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 1,430 △213 

現金及び現金同等物の期首残高 4,164 4,495 
現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  5,595 ※1  4,282 
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該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

該当事項はありません。 
  

  

  

  

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】 

【会計方針の変更等】 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】 

【追加情報】 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
 第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の
訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

【注記事項】 
（四半期連結損益計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
  至 平成23年９月30日） 

※１ 人件費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ 
  ります。 

※１ 人件費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであ 
  ります。 

賞与引当金繰入額 百万円9 賞与引当金繰入額 百万円8

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸
借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年９月30日現在） （平成23年９月30日現在）

  

 現金・預金勘定 百万円7,395

 担保提供預金 百万円△1,800

 現金及び現金同等物 百万円5,595
  

 現金・預金勘定 百万円7,682
 担保提供預金 百万円△3,400

 現金及び現金同等物 百万円4,282
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前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 
１．配当金支払額 

  
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間
末後となるもの 

   
当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 
１．配当金支払額 

  
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間
末後となるもの 

   

前第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 
当社グループは、外国為替証拠金取引事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 
  
当第２四半期連結累計期間（自 平成23年４月１日 至 平成23年９月30日） 
当社グループは、インターネットを介して個人顧客もしくは金融商品取引業者等に対して外国為替証拠金
取引をはじめとする投資・金融サービスを提供する「投資・金融サービス業」の単一セグメントであるた
め、記載を省略しております。 
  

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 
当第２四半期連結貸借対照表計上額と時価との差額及び前連結会計年度に係る連結貸借対照表計上額と時価と
の差額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 
著しい変動がないため、記載しておりません。  

（株主資本等関係） 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年６月22日 
定時株主総会 

普通株式  139  450 平成22年３月31日 平成22年６月23日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成22年11月10日 
取締役会 

普通株式  139  450 平成22年９月30日 平成22年12月９日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年６月19日 
定時株主総会 

普通株式  30  100 平成23年３月31日 平成23年６月20日 利益剰余金 

（決議） 株式の種類 
配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配
当額（円） 

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年11月10日 
取締役会 

普通株式  30  100 平成23年９月30日 平成23年12月５日 利益剰余金 

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

（金融商品関係） 

（有価証券関係） 
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前連結会計年度末（平成23年３月31日） 
通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 連結会計年度末の直物為替相場により算定しております。 
２．外貨建の契約額に連結会計年度末の直物為替相場を乗じた金額であります。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

  
当第２四半期連結会計期間末（平成23年９月30日） 
対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結
会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 
通貨関連 

（注）１．時価の算定方法 当第２四半期連結会計期間末の直物為替相場により算定しております。 
２．外貨建の契約額に当第２四半期連結会計期間末の直物為替相場を乗じた金額であります。 
３．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

取引の種類 

契約額等 時価等 

評価損益 
（百万円）   １年超 

（百万円） 

時価ベースの想定 
元本（百万円） 
（注２）  

評価額 
（百万円）  

外国為替証拠金取引           

売建  141,233  －  135,889  5,344  5,344

買建  134,968  －  135,889  920  920

合計  －  －  －  6,264  6,264

取引の種類 

契約額等 時価等 

評価損益 
（百万円）   １年超 

（百万円）  

時価ベースの想定 
元本（百万円） 
（注２）  

評価額 
（百万円）  

外国為替証拠金取引           

売建  212,235  －  200,821  11,413  11,413

買建  201,473  －  200,821  △651  △651

合計  －  －  －  10,762  10,762
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１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎
は、以下のとおりであります。 

  

該当事項はありません。 
  

平成23年11月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。 
（イ）配当金の総額・・・・・・・・・・・・・・・30百万円 
（ロ）１株当たりの金額・・・・・・・・・・・・・100円 
（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日・・・・平成23年12月５日 
（注）平成23年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。  
  

（１株当たり情報） 

  
前第２四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年９月30日） 

当第２四半期連結累計期間 
（自 平成23年４月１日 
至 平成23年９月30日） 

(1）１株当たり四半期純利益金額 円 銭 1,460 40 円 銭 453 03

（算定上の基礎）     

四半期純利益金額（百万円）  453  136

普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益金額（百万円）  453  136

普通株式の期中平均株式数（株）  310,857  301,457

(2）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 円 銭 1,455 86 円 銭 452 64

（算定上の基礎）     

四半期純利益調整額（百万円）  －  －

普通株式増加数（株）   969  257

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも
のの概要 

────── 第８回新株予約権  2,423株 
 平成23年９月30日までに全
て失効しております。 

第９回新株予約権    株 
  平成23年９月30日付で新た
に発行しております。 

4,555

（重要な後発事象） 

２【その他】 
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年11月７日

株式会社マネーパートナーズグループ 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 吉田 波也人  印   

  指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 野根 俊和   印   

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社マネー

パートナーズグループの平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（平成23

年７月１日から平成23年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成23年４月１日から平成23年９月30日まで）に

係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半

期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 
  
監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社マネーパートナーズグループ及び連結子会社の平成23年９月

30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適

正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期
報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。 
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